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経
済
学
の
理
論
と
く
に
基
礎
理
論
は
そ
れ
を
以
て
す
れ
ば
例
え
ば
日
本
経
済
の
現
状
が
す
ぐ
さ
ま
解
明
さ
れ
う
る
と
い
う
よ
う
な
も
の
で
は
な
く
、
そ
の
展
開
に
よ
り
ひ
き
出
さ
れ
る
資
本
制
生
産
の
諸
法
則
も
つ
ね
に
経
済
諸
現
象
の
中
に
作
用
す
る
求
心
力
が
不
断
に
そ
こ
に
向
う
と
こ
ろ
の
一
の
「
理
想
的
平
均
」
と
し
て
貫
徹
す
る
も
の
で
あ
り
、
理
論
の
実
証
と
い
う
よ
う
な
こ
と
も
種
常
撹
乱的な経済的乃至経済外的諸要因の介在により自然科学
な
ど
の
場
合
に
比
し
著
し
く
困
難
と
な
っ
て
い
る
と
い
う
こ
と
は
、
改
め
て
い
う
ま
で
も
な
い
。
し
か
し
な
が
ら
こ
の
こ
と
は
屯
は
し
が
き
ギルマソ（］・富・の］］一日目）箸
『
利
潤
率
の
低
落
』と
よ
り
理
論
が
現
実
と
無
関
係
の
も
の
で
あ
る
と
い
う
こ
と
で
も
な
け
れ
ば
、
ま
た
理
論
の
実
証
が
不
要
で
あ
る
と
い
う
こ
と
で
も
な
い
。
理
論
が
、
あ
る
い
は
理
論
を
展
開
し
て
い
る
論
理
そ
の
も
、
、
、
、
のが、正しいものであるか杏・かは、窮極的には現実によ
って確かめられるよりほかはないのである。実証を経な
い理論はその限りでは仮説にとどまる。その形式におい
ては一見明快な論理がいかに理路整然と展開されていよ
う
と
も
、
現
実
と
の
つ
な
が
り
が
明
確
に
さ
れ
て
い
な
い
な
ら
ば、その理論の展開は所詮観念的な論理の遊戯以上には
出
で
な
い
か
も
知
れ
な
い
。
形
式
論
理
で
さ
え
も
そ
れ
な
り
に
論
理の一貫性は持ちうるのである。
／
尾
形
憲
四
こ
の
よ
う
な
意
味
で
、
理
論
と
現
実
と
を
ど
の
よ
う
に
結
び
つ
けるかという問題はさまざまの経済理論にとっていわば
試金石ともいうべきものであり、この間の媒介項を首尾
一貫して明らかにすることはある意味では経済学の最終
の
目
標
と
い
っ
て
よ
い
の
で
あ
る
が
、
従
来
こ
の
点
は
必
ず
し
も
十
分
に
追
求
さ
れ
な
か
っ
た
よ
う
に
思
わ
れ
る
。
以
前
に
屡
：
見
られた基礎理論と現状分析論への両極分裂の傾向がその
現われであり、いわゆる三段階論においても、原理論、
段
階
論
お
よ
び
現
状
分
析
論
相
互
間
の
関
係
は
明
確
に
さ
れ
て
い
るとは言いがたい。
ギルマン箸『利潤率の低落』］のｍの嘗冨・臼一一日四目
《《皀の句画一｝ごｍ用呉の。ｍ陣・昏菖》門・己。Ｐ乞留・はわ
（１）
が国でもすでにいくつかの誕口評や紹介があって、それぞ
れ
の
立
場
か
ら
さ
ま
ざ
ま
の
批
評
が
な
さ
れ
て
い
る
が
、
そ
の
副
題
「
マ
ル
ク
ス
の
法
則
と
二
十
世
紀
の
資
本
主
義
に
対
す
る
そ
の
意義」が示しているように、マルクス経済学の理論の中
できわめて重要な意義をもつ利潤率の傾向的低落の法則
について、これを資本主義の現実の動きとどのように結
びつけて理解するかという問題に対する解決の一つの試
み
が
こ
の
中
で
な
さ
れ
て
お
り
、
右
に
述
べ
た
理
論
と
現
実
の
対
ギルマソ（］・言・臼一一日目）箸『利潤率の低落』（尾形）
瞳
と
い
う
視
角
か
ら
そ
の
方
法
な
り
結
論
な
り
を
こ
こ
に
再
検
討
し
て
み
る
の
も
あ
な
が
ち
無
意
味
で
は
な
い
よ
う
に
思
わ
れ
る
。
ことに最近ギルマンにより『経済研究』第一○巻第三号
に「資本の有機的構成と利潤率との産業間相関関係」と
題する論文が寄せられているので、私たちは本書の内容
を検討してゆく場合必要に応じてこの論文を参照するこ
と
に
よ
り
一
層
彼
の
考
え
方
を
明
ら
か
に
す
る
こ
と
が
出
来
よ
う
。
と
も
か
く
も
、
わ
た
く
し
た
ち
が
や
が
て
見
る
で
あ
ろ
う
よ
う
に
、
個
片
の
論
点
あ
る
い
は
全
体
と
し
て
の
方
法
そ
の
も
の
に
ついては首肯しがたい点が多いが、その問題意識は一応
認めてよいであろう。
（
１
）
た
と
え
ば
『
三
田
学
会
雑
誌
』
五
二
－
一
、
井
村
喜
代
子
氏
「ギルマソ『利潤率の低落』をめぐって」、東北大学経済
学
部
『
経
済
学
』
五
○
・
五
一
合
併
号
、
門
屋
英
二
氏
弓
利
潤
率低下法則』の実証について」、『早稲田政治経済学雑
誌』一五一・一五二合併号、堀江忠男氏「ジョセフ・皿・
ギルマソ箸『利潤率低下法則Ｅなど。
本書は次の諸章から成っている。
一、利潤率低落の理論がなぜ〔問題となるか〕。
二、法則の構成。
一三五
三、法則の問題点。
四、法則の統計的検討。Ｉ、ブロー・ペイシス。
五、法則の統計的検討。Ⅱ、ストック・ベィシス。
六、再定式化の必要。
七、剰余価値と不生産的支出。
八、法則の動態論。
九
、
週
期
的
恐
慌
の
激
化
。
，
十、最終的評価。
右の諸章のうち第八、第九章においては利潤率低落の
法則が景気循環を通じてどのように貫徹してゆくかとい
う問題が扱われており、また第十章では、不生産的支出
の増大において見られるような、資本の本来の目的であ
る蓄積を犠牲にしての消費経済は結局資本主義が自らを
否定する過程であることが結論づけられている。これら
はそれ自体としてまたきわめて重要な問題であるが、右
に述べた理論と現実との対置という本来的な観点とは梢
‐次元を異にするものであり、本稿では立入らないこと
にする。以下わたくしたちは順を追って本書の内容を見
て
ゆ
く
こ
と
に
し
よ
う
。
第一章から第三章までは本書の序論的部分ともいうべ
き諸章であり、ここで問題の所在が示されている。
マルクスによれば、資本主義厩その内的諸矛盾の推進
により発展し、終局的には社会主義へと転化するもので
あるが、資本主義発展の理論の中で最も決定的な位置を
占めるものは利潤率低落の法則である。利潤率の低落は
彼以前にもスミスやリヵァド等によって注目されてはい
たが、その原因と資本主義におけるその意義とをはじめ
て科学的に解明したのはマルクスであった。資本の本性
たる無限の蓄積への衝動こそが利潤率の低落を招来する
原
因
に
ほ
か
な
ら
な
い
の
で
あ
っ
て
、
し
か
も
こ
の
利
潤
率
の
低
落はそれ自体資本制生産のこえがたい障壁をつくり出す
ば
か
り
で
な
く
、
さ
ら
に
周
期
的
恐
慌
に
つ
な
が
り
を
持
ち
、
資
本の集中と独占、および階級闘争の激化を招来する。資
本主義にとりかくも重大な意義をもつ利潤率の低落の理
論が果して妥当なものであるかどうかを確認するのが本
書の目的である。（以上第一章）
このために先ず法則の内容自体が明らかにされる必要
１
一一一一ハ
がある。はじめに利潤の源泉が労働と労働力とを区別す
ること（「労働の二重性」）によって剰余価値（ｓ）におい
て与えられ、ついで利潤の率が不変資本（ｃ）と可変資本
（ｖ）とを区別すること（「資本の二重性」）によって決
定される。しかる後資本の有機的欄成、剰余価値率およ
び利潤率はそれぞれｃｌｖ、ｓ〒および引市１として規
定されることとなるが、この規定からただちに明らかな
ことは、剰余価値率一定という前提において技術の進歩
にともなう資本の有機的構成の高度化は必然的に利潤率
の低落をもたらすということである。これがマルクスに
よる法則の説明であるが、ここに二つの疑問が生じる。
すなわち、仰技術の進歩は必然的に不変資本を相対的に
低廉ならしめるから、資本の有機的榊成が両度化すると
いうことは必ずしもいえないのではないか夕②資本の有
機的櫛成が変化するのに剰余価値率を一定と前提するこ「
とは不当ではないか。（以上第二率）
さらに力もしも生産力の増大にもかかわらず剰余価値
率が一定ならば、そのことはとりもなおさず実質賃銀の
上昇を意味するものであり、これはかの窮乏化理論と矛
盾するのではないか、という第三の疑問もあるが、これ
ギルマソ（］・三・の三日目）箸『利潤率の低落』（尾形）
は
暫
く
お
こ
う
。
マ
ル
ク
ス
は
不
変
資
本
諸
要
素
の
低
廉
化
な
ど
を
「
反
対
に
作
用
す
る
諸
力
」
と
い
う
形
で
扱
っ
て
い
る
が
、
こ
れらの疑問について結局のところ解決を与えていない。
そ
こ
で
今
日
ま
で
た
と
え
ば
ス
ウ
ィ
ー
ジ
ー
、
ス
ト
レ
チ
ー
、
イ
ー
ト
ン
、
ス
タ
ー
リ
ン
、
ド
ッ
プ
、
ロ
ピ
ン
ソ
ン
な
ど
の
多
く
の
人たちがこれにさまざまの説明ないし批判を行ってきた
が、これらはいずれも十分に首肯しうる決定的な解明を
与
え
て
い
な
い
の
で
あ
っ
て
、
こ
こ
に
、
こ
の
マ
ル
ク
ス
の
法
則
を
肯
定
す
る
に
せ
よ
否
定
す
る
に
せ
よ
、
考
察
を
純
粋
の
理
論
の
領域から実証の領域へと移す必要が起ってくる。（以上第
三承）右に
見
た
よ
う
に
、
ギ
ル
マ
ン
は
理
論
に
よ
る
法
則
の
解
明
に
不
満
を
も
ち
こ
れ
に
こ
え
が
た
い
限
界
を
認
め
て
、
法
則
の
定
立
のためには一転して実証によらねばならないと主張する
の
で
あ
る
が
、
は
た
し
て
こ
の
よ
う
な
方
法
は
正
し
い
か
ど
う
か
、
わ
た
く
し
た
ち
は
重
大
な
疑
惑
を
感
ぜ
ざ
る
を
え
な
い
の
で
ある。資本制生産の内在的諸法則は、資本が資本である
限り、すなわち無限の自己増殖がやまない限り、種痔変
容（富・＆【一百毎．ロ）を受けながらも盗本制生産の歴史的
諸段階を通じて貫徹するものであって、不完全な統計操
一三七
作
に
も
と
づ
く
種
女
の
欠
陥
と
い
う
こ
と
を
一
応
度
外
視
し
て
も
、
二
、
三
の
「
実
証
」
を
以
て
し
て
し
か
く
簡
単
に
修
正
さ
れ
た
り
否
定
さ
れ
た
り
す
る
亀
の
で
ば
な
く
Ｉ
も
し
も
そ
の
よ
う
にされるものならばそれはそもそも「法則」などではな
いｌ、むしろ篝の施圏の中で論議され、定立される
も
の
で
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
こ
の
よ
う
に
し
て
は
じ
め
て
、
具
体
的
な
諸
条
件
の
下
で
法
則
が
ど
の
よ
う
な
変
容
を
受
け
る
か
と
いうことが現状分析論としてなされうるのであって、法‐
則
自
身
が
定
立
さ
れ
て
い
な
い
の
に
、
そ
の
実
証
云
々
を
問
題
に
するならばそれは甚だしい□曰９頁・ｇｏというよりほ
か
は
な
い
。
も
し
も
あ
ら
ゆ
る
視
角
よ
り
す
る
さ
ま
ざ
ま
の
媒
介
．
項を経て検証の結果、法則が妥当しないということにな
れ
ば
、
個
斉
の
法
則
が
部
分
的
に
修
正
さ
れ
る
と
い
う
の
で
な
く
、
理
鑿
隻
そ
し
て
そ
の
出
発
点
ｌ
マ
ル
ク
ス
讓
学
の
場
合
糟
法
則
ｌ
が
、
否
定
さ
れ
ね
ば
な
ら
な
い
で
あ
ろ
う
。
ギ
ル
マ
ン
は
マ
ル
ク
ス
の
法
則
に
は
資
本
の
有
機
的
構
成
の
高
度
化
と
剰
余
価
値
率
の
一
定
と
い
う
二
つ
の
前
提
が
あ
る
と
し
、
こ
の
前
提
に
疑
を
も
っ
て
こ
こ
か
ら
飛
躍
し
て
た
だ
ち
に
実
証の世界へと移っているのであるが、彼はむしろ剰余価
値
率
一
定
と
い
う
よ
う
な
マ
ル
ク
ス
理
解
そ
れ
み
ず
か
ら
に
誤
り
がないかどうか、さらにまた茂木の有機的榊成の高度化
Ｌいうようなことが茂木の法則として理論の中ですでに
論
証
し
う
る
も
の
で
な
い
か
ど
う
か
と
い
う
こ
と
を
ま
ず
追
求
し、確かめねばならなかったのではあるまいか。問題を
とりあげそれを考察する前に、問題それ自体が明確にさ
れ
ね
ば
な
ら
な
い
。
こ
の
よ
う
な
努
力
が
十
分
な
さ
れ
な
い
ま
ま
に理論と現実とを結びつけようとするときそこにいかな
る混乱が生じるかは、わたくしたちが後段の検討におい
て
や
が
て
見
る
所
で
あ
る
。
こ
こ
で
は
と
り
あ
え
ず
、
剰
余
価
肱
率
一
定
と
い
う
こ
と
は
利
潤
率
低
下
の
法
則
に
と
っ
て
絶
対
動
か
す
こ
と
の
出
来
な
い
前
提
条
件
と
は
少
く
と
も
マ
ル
ク
ス
は
考
え
て
い
な
か
っ
た
の
で
あ
り
、
前
に
述
べ
た
ギ
ル
マ
ン
の
第
二
の
疑
問
は
そ
も
そ
も
問
題
と
し
て
成
立
し
え
な
い
も
の
で
あ
る
と
い
う
ことを指摘するに止めておきたい。
さてギルマンは資本の有機的榊成や利潤率を算出する
、
、
、
、
、
場合、消饗された不変資本と可変資本とを基礎にするも
、
、
、
、
、
のをフ戸－．ペイシス、投下された全資本杉Ｌよるものを
ストック・・ヘイシスと名づけ、さらにフロー・ペイシス
２
八
！については固定資本の消却部分を考慮しない場合と考慮
した場合、ストック・ペイシスについては流動不変資本
部
分
を
含
ま
な
い
場
合
と
含
む
場
合
と
に
分
け
て
、
第
四
章
お
よ
び第五章でそのおのおのの立場から実際の統計にもとづ
いて資本の有機的構成、利潤率および剰余価値率の変動
の趨勢を考察している。ここで対象として選ばれている
の
は
ア
メ
リ
カ
の
製
造
エ
業
で
あ
り
、
期
間
は
一
八
四
九
年
か
ら
一九五二年に亘っていて、その主な資料はアメリカ合衆
国製造エ業調査（□・の．○目のロの＆冨目具色、【貝のの）で
あ
る
。
結
論
的
に
い
う
と
フ
ロ
ー
。
、
ヘ
ー
シ
ス
に
よ
っ
て
も
ス
ト
ッ
ク
・
ペ
ー
シ
ス
に
よ
っ
て
も
、
数
字
に
若
干
の
差
こ
そ
あ
れ
、
全体から見た趨勢はほぼ同一であることが看取される。
す
な
わ
ち
、
資
本
の
有
機
的
構
成
は
十
九
世
紀
に
お
い
て
は
マ
ル
クスの理論通り潮次的な高度化を示しているが、二十世
紀ことに一九一九年以降においてはおおむね一定のレベ
ル
を
上
下
し
て
い
る
。
剰
余
価
値
率
に
つ
い
て
い
え
ば
期
間
の
全
体を通じてかなりの上昇傾向が顕著であり、また最後に
利潤率は緩漫ながら大体上昇しているか（フロー．、ヘイ
シス）、一九一九年までは漸次低落してもその後は安定
もしくは梢‐上昇の傾向を示している（ストック・ペイ
ギルマソ（】・三・○三日目）箸『利潤率の低落』（尾形）
シス）。かくて
少
く
と
も
一
九
一
九
年
ま
で
は
ま
さ
し
く
理
論
の
示
す
通り資本の有機的構成の両度化にともなう利潤率の低落
の
傾
向
が
認
め
ら
れ
る
が
、
そ
の
後
漣
マ
ル
ク
ス
の
法
則
は
全
く
妥
当
し
な
い
よ
う
で
あ
る
。
果
し
て
彼
は
誤
っ
て
い
た
の
で
あ
ろ
うか。それともこれは長期の中の一時的な偏椅的現象と
考
え
る
べ
き
で
あ
ろ
う
か
。
こ
れ
に
対
し
て
、
独
占
段
階
に
お
い
て
は
経
営
上
お
よ
び
技
術
上
の
種
々
の
変
革
に
よ
り
マ
ル
ク
ス
の
いう「反対に作用する諸傾向」が甚だ強力かつ一般的の
も
の
と
な
る
た
め
、
利
潤
率
低
下
の
法
則
は
も
は
や
妥
当
し
な
く
な
っ
た
と
い
う
見
解
も
成
立
し
う
る
が
、
こ
こ
で
採
ら
れ
る
の
は
、
独
占
段
階
で
は
法
則
そ
の
も
の
が
作
用
し
な
く
な
っ
た
と
い
うのでなく、むしろ新たな状勢の変化を包含しうるよう
に
法
則
が
再
定
式
化
さ
れ
、
用
語
が
再
定
義
さ
れ
ね
ば
な
ら
な
い、という見解である。（第四、第五趣）
さ
て
、
こ
の
よ
う
な
ギ
ル
マ
ソ
の
「
実
証
」
に
つ
い
て
は
た
だ
ち
に
い
く
つ
か
の
欠
陥
が
指
摘
さ
れ
う
る
で
あ
ろ
う
。
は
じ
め
に、四個の例のうちフロー・ペイシス、もしくは流動不
変資本部分を無視したストック・・ヘィシスにもとづく検
証が全く無意味のものであることは一見明らかである。
二一一九
■
彼は従来のマルクス主義学者がこういう方法に依ったと
か、統計が十分でなかったとかいうのであるが、これら
が資本の有機的構成や利潤率の算出のため適当なもので
はないということは彼自身認めているのであり、何のた
めこのような無駄な努力が払われねばならなかったか理
解することが出来ないｐさらにアメリカの製造エ業とい
う調査対象もこの場合必ずしも当を得たものとは言いが
た
い
。
独
占
資
本
主
義
の
中
心
で
あ
る
ア
メ
リ
カ
の
、
そ
の
ま
た
独占の進”でいる部門というのでは、そこに示された利
潤率の上昇もあるいは他の犠牲においての独占利潤の増
大を反映するものであるかも知れず、総資本あるいは世
界市場という観点は全く見失われているのである。価値
と価格の相違や、資料自体の信懇性についてはここで問
わ
な
い
こ
と
に
し
よ
う
。
次に資本の廻転という問題が全然無視されているとい
うことも彼の検証を著しく不正確ならしめている。すな
わち、総投下資本のうち固定資本部分、流動不変資本部
分
お
よ
び
可
変
資
本
部
分
を
そ
れ
ぞ
れ
α
、
亀
ｖ
と
し
、
一
生産期間の剰余価値をｓ、流動資本の年廻転数を、と
すれば、資本の有機的構成および年利潤率はそれぞれ
●
牌辨Ⅲ、、引札飛判１となるであろう。しかるにギルマン
においては意味をもちうる唯一の場合である第四例（流
動不変資本を含むストック。、ヘイシス）においてさえ、
資本の有機的構成は碑飛旧として、また利潤率は斗躯幸坐
として計算がなされているのである。後に第六章で述べ
られているような生産期間の著しい短縮の結果ｎが逐次
増大するものとすれば、ギルマンの計算による資本の有
機的構成も利潤率も実際の数字よりはかなり低く表わさ
れることとなるであろう。
（
１
）
ｖ
は
Ｃ
に
比
し
て
き
わ
め
て
小
さ
い
も
の
で
あ
る
と
し
て
、
こ
こ
で
は
無
視
さ
れ
て
い
る
。
このようないくつかの欠陥はいずれも前節で述べたよ
うな彼の理論に対する無理解に偏聖滴せしめうるといって
よい。なかんづく最も致命的なことは資本の有機的構成
という概念についての理解が極めて暖味なことであり、
屡似これを消費された不変資本と消費された可変資本と
の比率として捉えている。また剰余価値率が上昇するな
らば利潤率変動の方向は不確定となるというスイージー
流の批判に答えられないのもこのためにほかならない。
一四○
資本の有機的構成についての立入った考察はここでは
許
さ
れ
な
い
が
、
後
段
の
展
開
の
た
め
に
、
わ
た
く
し
た
ち
は
『資本論』第一巻第二十三章および同第三巻第八章にお
け
る
マ
ル
ク
ス
の
説
明
に
も
と
づ
き
、
と
り
あ
え
ず
次
の
よ
う
な
諸点を確認することが出来るであろう。
第
一
に
、
資
本
の
有
機
的
構
成
は
単
な
る
価
値
榊
成
で
は
な
く
、
技
術
的
櫛
成
を
本
来
的
基
礎
と
し
、
こ
れ
に
よ
っ
て
規
定
さ
、
、
、
、
、
、
、
れ》」れを反映するかぎりでの価値構成であると規定され
る。しかも労働の生産力の増大Ⅱ技術的構成の高度化が
有機的構成の高度化となり、それが利潤率の低落をもた
らすといわれるときは、少くとも総資本の観点からは、
、
、
、
、
、
資本の価値構成は本来的岸」は技術的構成を反映するもの
で
あ
る
と
考
え
ら
れ
て
い
た
も
の
と
せ
ざ
る
を
え
な
い
。
わ
た
く
したちは次節でこの点に立戻るであろう。
第二に、技術的構成を基礎とし、これを反映するもの
と
し
て
の
資
本
の
有
機
的
構
成
は
、
単
に
可
変
資
本
と
不
変
資
本
の
比
率
と
し
て
で
な
く
、
む
し
ろ
生
き
た
労
働
と
対
象
化
さ
れ
た
労働との比率として把握されねばならない。この点が明
らかでない所に、対象化された労働に比しての生きた労
働の減少Ⅱ資本の有機的榊成の増大と、この生きた労働
ギルマソ（」，昌・の三ョ：）薯『利潤率の低落』（尾形）
法則の「再定式化」のため第六章ではまず第一次大戦
後におけるアメリカ資本主義の変化がどのような特徴を
も
つ
か
と
い
う
こ
と
が
検
討
さ
れ
る
。
特徴の第一は独占資本の成熟であり、第二は生産技術
一四一
の
中
で
の
剰
余
労
働
部
分
の
相
対
的
増
大
Ⅱ
剰
余
価
値
率
の
上
昇
と
を
同
一
資
格
を
も
つ
「
函
数
」
と
し
て
併
列
に
扱
い
、
利
潤
率
の変動の方向は「不確定」であるというような、スウィ
ージー流の誤謬や、次節で見られるような不当な概念の
拡張が生じる。
第三に、有機的構成についてとり上げられる可変、不
変両資本はいずれも生産過程に投下された総資本の榊成
部分としてであって、ある一定期間たとえば一年間に充
用された資本についてでもなければ、あるいはその可除
部分としての、各個の商品の価値構成分としてでもな
い。資本の回転の問題が捨象されている所ではこれらの
諸観点は一致しうるが、回転の問題が無視しえない所で
はこの区別が明確になっていないと屡‐混乱が生じうる
ことは、すでに本節で見た所である。
３
の
革
命
で
あ
る
。
後
者
は
独
占
（
実
は
寡
占
）
に
よ
っ
て
逆
に
抑
制される場合もあるが、多くの場合は促進されるものと
し
て
よ
い
。
こ
の
技
術
革
命
は
電
気
力
に
よ
る
蒸
気
力
の
置
換
お
イ
ン
ス
ト
ラ
メ
ン
ト
よびいわゆる器具（たとえば自動制御装臘の評」とき）
の
導
入
が
そ
の
蛾
も
主
要
な
も
の
で
あ
っ
て
、
こ
の
結
果
新
規
の
商価な設備によることなく在来の設備をもって生産能率
を高めることが可能となり、資本の廻転期間が著しく早
められたばかりでなく、不変資本部分は相対的に低廉化
することとなった。資本の有機的概成が二十世紀に入っ
てから高度化の傾向をやめて大体一定するようになり、
し
か
も
他
方
剰
余
価
値
率
が
増
大
し
て
い
る
の
は
、
実
に
こ
の
よ
う
な
技
術
的
な
背
景
が
あ
っ
た
た
め
に
ほ
か
な
ら
な
い
。
し
か
し
ながら資本のうち不変資本としての投資部分が節約され
る
一
方
、
従
来
あ
ま
り
重
要
で
な
か
っ
た
他
の
要
素
が
こ
の
段
階
に
は
著
し
い
増
大
を
見
た
の
で
あ
っ
て
、
こ
れ
が
館
三
の
特
徴
と
し
て
挙
げ
ら
れ
る
と
こ
ろ
の
、
不
生
産
的
支
出
の
増
大
で
あ
る
。
マルクスの時代にあっては不変貸本部分と可変資本部分
とがコスーの殆ど全部であって、販売、広告その他の管
理費用とか税金し」かは大体無視しうるものとしてよかっ
たのであるが、いわゆる独占的競争の段階である今日に
一四二
おいてはこれらの不生産的支出はコストの中，のきわめて
重
要
な
一
部
分
を
占
め
る
よ
う
に
な
っ
た
。
こ
れ
ら
は
剰
余
価
値からの控除をなすものであり、しかも箕本家が関心を
もつのは実は総利潤ではなくして純利潤であることを考
え
れ
ば
、
今
ま
で
の
検
証
に
お
い
て
と
り
上
げ
ら
れ
て
い
た
剰
余
価値は利潤率低落の法則が二十世紀においても妥当する
ようにその概念を再検討されねばならないであろう。
（以上第六章）
こ
の
た
め
に
は
従
来
の
よ
う
に
単
に
剰
余
価
値
の
生
産
の
み
で
なく、その実現も考慮されねばならないのであって、殊
に独占の段階で実現のための費用が増大してくるとき、
利潤率の算定の基礎となる剰余価値は実現され従って秤
簸
可
能
で
あ
る
限
り
に
お
い
て
問
題
と
さ
れ
ね
ば
な
ら
な
い
。
こ
の
剰
余
価
値
の
生
産
と
実
現
と
の
問
題
に
関
連
し
て
、
い
わ
ゆ
る
生
産
的
労
働
と
不
生
産
的
労
働
と
を
区
別
す
潟
こ
と
は
あ
ま
り
慰
味
が
な
い
と
い
う
見
解
も
あ
る
が
、
現
実
の
説
明
の
た
め
我
汽
は
こ
の
区
別
を
保
存
し
よ
う
。
も
し
も
生
産
的
労
働
者
の
賃
銀
を
今
ま
で
通
り
で
と
し
、
不
生
産
的
労
働
者
の
俸
給
、
販
売
、
広
告
そ
の他の管理費用および税金を含むあらゆる不生産的支出
をｕで表わすならば、実現された純剰余価値は②－Ｅと
なり、純利澗率は列卵川詐（フロー・ベィシス）もしく利潤率を酊耶牛鄙とすれば同様に利潤率の低落の傾向が
は州帖（ストック・ペィシス）をもって表わされること実証しうるのみでなく、狐胎としてとらえられた》貸本
となる。独占段階における利潤率の低落の法則を再定式の有機的構成も漸次高度化するのが見られる。ｕの中に
化するため我だほこの岬訓膳が低落すると考えれぱよ法人所得税と超過利潤税とを加えた場合これらの傾向は
い。このｕが無視しうる程度であった前独占資本主義時さらに明らかである。
代には剰余価値率よりも有機的榊成の方が急速に上昇す結論的にいうと、利潤率低落の法則は独占資本主義段
ることによって利潤率は低落したのであったが、今日で階においては一の修正を必要とすることが明らかであっ
は有機的構成は安定していながら剰余価値率よりｕ〒て、修正された定式は第一次大戦後剰余価値の生産およ
の比率が増大することにより利潤率が低落するのであび実現のため生じた諸変化および従来無視されていた国
る．我衛臓これを蔓の統計によって検髄してみよう．家の役割の比璽の蝋大ｌ租税をもって賄われる政府鰭
このためには前の場合ほどの十分な資料は得られない支出はその実販売促進のための経費の一形態にすぎない
が、震ず生態的労働者の欝銀との比率に鵡ける不謹的Ｉを包括しうるむのでなければならない．これら窪考
労働者の俸給の逐年の増加傾向は一見明瞭である。そし慮して定式が右に見たように修正されるときは剰余価値
て一九一九年から一九三九年までの統計についてみる率一定（もしくは下落）、利潤率低落、さらに（ｕをＣ
と、ｕがｓの中で占める割合は漸次増大しており、これはに加えて考えるならば）資本の有機的構成の高度化とい
ｖｌｕについても同様である。この結果純剰余金価値率はう諸傾向は独占段階においても完全に妥当するものとし
一定もしくは下落の傾向をもつ。そして利潤率Ⅳ叩帽はて確認しうるのである。（以上第七率）
明らかに低落の傾向を示している。これはストック・・ヘはじめに、マルクスが利潤率低落の法則の考察に際し
イシスについてであるが、フロー・ベイシスについても剰余価値の生産のみを問題としてその実現を無視したと
ｃをＣ＋色でおきかえ、ｓを⑰－口とすれば、すなわちいうギルマンの見解は、資本の運動を「理想的平均」に
ギルマソ（」・三・○三日目）箸『利潤率の低落』（尾形）一
一四三
お
い
て
捉
え
よ
う
と
す
る
『
資
本
論
』
の
方
法
を
全
く
理
解
し
な
いものと一一一一口わればならない。商品が売れようと売れまい
と
、
あ
ら
ゆ
る
変
動
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
あ
る
い
は
む
し
ろ
諸
変
動を通じて貫徹する内在的諸法則の考察にあっては、
「実現」ないし有効需要の問題は搭疑こそされているが
、
、
決して無視されているのではない。しかも彼はシ」の「実
現
」
を
個
別
的
資
本
の
観
点
か
ら
み
る
結
果
、
そ
し
て
独
占
段
階
における不生産的支出の増大の意義を強調するあまり、
「再定義」された利潤率および剰余価値率としてそれぞ
れ引加斗皷および魎小になる範式を主張するのであるが、
個
別
的
資
本
の
個
存
の
思
惑
と
か
行
動
と
か
に
か
か
わ
ら
ず
、
彼
等
の
意
識
を
こ
え
て
貫
徹
す
る
の
が
資
本
制
生
産
の
法
則
な
の
で
あ
っ
て
、
利
潤
率
の
低
落
と
い
う
場
合
も
、
個
々
の
資
本
に
と
り
事
態
が
そ
の
ま
ま
感
知
さ
れ
る
と
い
う
よ
り
も
、
む
し
ろ
総
資
本
の観点からして無限の自己増殖という資本の本性がまさ
にその本性のために抑制されるという矛盾が本質的なこ
と
な
の
で
あ
る
。
か
よ
う
な
意
味
で
こ
こ
で
の
利
潤
率
は
あ
く
ま
で、衲訓以外のものではありえないし、剰余価値率もｓｌｖ
であることに変りはない。
しかしながら誤りは更に根本的に彼の方法自体の中に
あ
る
。
さ
き
に
わ
た
く
し
た
ち
が
見
た
よ
う
に
、
問
題
の
提
起
そ
のものがすでに理論に対する不十分な理解の上に立って
なされていた。その後わたくしたちが見てきた彼の方法
は、理論の範囲内では利潤率の低落の法則は論証しえな
い
し
、
さ
ら
に
現
実
は
法
則
を
そ
の
ま
ま
反
映
し
て
い
な
い
か
ら、法則は現実に適合するよう修正され「再定式化」
されねばならないというのである。これでは一体何のた
めの理論であり、何のための法則であろうか。もしも他
の統計によりさらにことなる傾向が認められたなら、法
則は新たな事態に適合するよう又もや再定式化されねば
な
ら
な
い
と
い
う
こ
と
に
な
ろ
う
。
理
論
お
よ
び
理
論
と
現
実
と
の
関
係
に
つ
い
て
の
こ
の
よ
う
な
驚くべき彼の無理解は、先にあげた『経済研究』へのそ
の寄稿においてさらに端的な形で現われている。彼によ
れば、同時に存在する諸生産部門の利潤率は資本の有機
的概成の商い部門では低く、構成の低い部門では高いと
マルクスは主張しており、この命題はアメリカにおける
実
際
の
統
計
に
よ
り
妥
当
な
も
の
と
し
て
実
証
し
う
る
と
い
う
の
であるが、彼のいうマルクスの「命題」は、商品が価値
通り売れるものとすればこのようになるが、資本は不等
一四四
？の利潤率を許容しないから部門間の資本の移動により平
均
利
潤
が
形
成
さ
れ
る
と
い
う
説
明
の
た
め
の
論
理
的
な
手
続
と
して述べられているのであり、このこと自体が一の「命
題」として穂極的に展開されているわけではない。しか
も彼の場合実際の総計において生産物が価値通り（ある
いはそれに近く）売られているということが実証される
ということになるが、資本家はその生産物の価値をいか
にして認識しうるというのであろう。利潤率の均等化は
利
潤
の
分
配
あ
る
い
は
市
場
の
問
題
で
あ
っ
て
し
か
も
現
実
に
は
存在しないものであるとギルマンは主張するが、現実に
す
ぐ
さ
ま
反
映
し
な
い
の
が
む
し
ろ
経
済
学
に
お
け
る
法
則
の
常
態であることを彼は知らないのであろうか。
なおここで不変資本諸要素の低廉化と資本の有機的構
成との関係について一言しておこう。ギルマンは一一十世
紀におけるさまざまの技術革命が資本の有機的構成の高
度化を阻止させるに至ったと述べており、この側面より
する利潤率低落の法則の批判は周知のようにロピンソン
その他多くの人蜀によってなされている。これに対して
は従来艇上『剰余価値学説史』第三巻の中のマルクスの
（。Ｌ）
叙述に割もとづく答えがなされているが、これは必ずし割ｂ
ギルマソ（］・富・臼一一日目）箸『利潤率の低落』（尾形）
十分に納得しうるものとはいえない。この問題について
は
い
ず
れ
稿
を
改
め
て
考
察
し
た
い
と
思
う
の
で
、
こ
こ
で
は
差
当
り
次
の
よ
う
な
点
を
指
摘
し
て
お
く
に
止
め
よ
う
。
す
な
わ
ち
二十世紀初頭以来多くの資本節約的発明がなされ、それ
によって資本の有機的構成の高度化がかなりの程度阻止
さ
れ
た
と
い
う
こ
と
が
事
実
と
し
て
も
、
本
質
的
に
言
っ
て
、
技
術というものは単なる偶然的な科学上の発明や発見に依
存するのではなく、むしろその背景をなしているその時
代
、
そ
の
社
会
の
生
産
様
式
に
制
約
さ
れ
て
い
る
の
で
あ
っ
て
、
、
、
Ｔ
、
、
、
、
、
、
資本制生産の下では資本の本性に適合する限りでのみと
り上げられ、発達するものである、ということである。
いいかえれば資本の有機的構成が高度化するような方法
でも低度化するような方法でも、生産力が高まりさえす
れ
ば
ど
ち
ら
で
も
よ
い
と
い
っ
た
も
の
で
は
決
し
て
な
い
。
総
資
本の観点よりすれば、資本の有機的榊成の高度化という
ことはその自己増殖のため絶対不可欠の労働力という商
品
ｌ
し
か
し
資
本
み
づ
か
ら
は
任
意
に
つ
く
り
出
す
こ
と
の
出
来
な
い
商
品
Ｉ
を
い
わ
ば
間
接
的
に
つ
く
，
出
す
と
い
う
意
味
に
お
い
て
、
資
本
の
自
己
増
殖
の
た
め
一
の
必
然
で
あ
り
、
資
本
制生産様式の一実存条件なのである。この際個別的資本
一四五
と．しては、もとよりはじめからこのようなことを意識し
て貸本梢成を高めるのではない。生産力の増大それ自体
は決して彼等の関心事ではなく、その専ら注目するのは
いかなる生産方法が商品のコストを最も低減せしめうる
か
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。
こ
の
点
に
お
い
て
他
の
事
情
に
し
て
同
一ならば、就中固定費本については録変賛本の充用は
つねに可変資本の充用よりも低廉であり」、「個汽の資本
家
に
と
っ
て
は
、
生
き
た
労
働
は
自
分
の
生
産
費
の
う
ち
最
も
費
用のかさむ要素であり、なかん壷天最低限度に減少させ
る
べ
き
要
素
だ
と
い
う
ふ
う
に
見
え
る
。
」
こ
こ
で
も
わ
た
く
し
た
ち
は
賛
木
製
塵
の
内
的
法
瓢
ｌ
こ
こ
で
は
案
の
有
機
鯛
榊
成
の
藏
度
化
と
い
う
Ｉ
が
諸
案
闘
の
競
争
塵
邇
じ
て
貫
徹
するという一例を見ることが出来るのである。
（１）曰豈の○国のロ号の閂旦の巨富：『◎三・鳥目⑩・だ『－筐》
訳
本
、
改
造
社
版
、
四
二
二
－
五
頁
。
，（２）】Ｆご】厨←貝の。「』罠・》奨谷部訳、九七二－四頁。
む
す
ぴ
以
上
わ
た
く
し
た
ち
は
理
論
と
現
実
と
を
ど
の
よ
う
に
結
び
つ
けるかという観点から利潤率低落の法則をとり上げたギヘ．
、
一四六
ルマンの見解を本誠凹について見てきた。その結果、従来
な
さ
れ
な
か
っ
た
こ
こ
ろ
み
の
「
第
一
歩
こ
た
ろ
う
と
し
「
更
に
立入った探求のための道を拓」こうとした彼の努力は逝
憾ながら失敗に終ったものと見なければならない。細部
についてはまたいろいろの問題もあるが、極めて概観的
に言って彼の欠陥はほぼ次の二点に要約することができ
るであろう。
第一に、何よりもまず理論そのものに対する理解が極
め
て
不
十
分
な
こ
と
ｏ
利
潤
率
の
傾
向
的
低
落
と
は
一
体
ど
の
よ
う
な
こ
と
な
の
か
と
い
う
法
則
の
内
容
、
資
本
の
有
機
的
構
成
お
よ
び
そ
の
高
度
化
と
い
う
こ
と
の
意
義
、
さ
ら
に
一
般
に
法
則
と
い
う
も
の
が
い
か
な
る
も
の
で
あ
る
か
と
い
う
こ
と
、
に
対
す
る
根本的な理解がないのでは、理論を現実にあてはめる場
合の前提、あるいは基準がすでに誤っているわけである
から、この試みが成功しよう筈ははじめからないわけで
あ
る
。
部
分
的
に
で
は
な
く
、
統
一
的
に
、
マ
ル
ク
ス
の
叙
述
を
理
解
し
、
さ
ら
に
こ
れ
を
理
論
的
に
発
展
さ
せ
る
努
力
が
ま
ず
も
ってより請笑に秋重ねられなければならない。
第
二
に
‐
－
実
蕊
一
点
と
翌
す
る
の
で
あ
る
が
ｌ
、
統
計による現実の趨勢が理論を反映していないからとて、
はじめに述べたように、理論は現実と無関係のもので
は
な
く
、
所
詮
は
現
実
を
首
尾
一
質
し
て
説
明
す
る
た
め
の
理
論
である。しかしながら経済学の場合は両者の間の媒介項
が極めて複雑多岐かつ多分に怒意的な性格をもつものが
多いため、この首尾一貫はなかなか困難な事憐にある。
しかしながらいかに困難であってもこれを回避すること
は経済学の科学たる所以を勉素することにほかならず、
あらゆる検討の結果これが不可能であるということにな
ギルマソ（］・三・Ｑ一目：）箸『利潤率の低落』（尾形）
ただちに理論そのものが不十分であり、現実に適合する
よ
う
修
正
さ
れ
ね
ば
な
ら
な
い
と
し
た
こ
と
。
こ
の
よ
う
な
結
論
は
あ
ま
り
に
も
早
急
で
あ
り
、
果
し
て
理
論
の
理
解
が
正
し
い
か
どうかがまず検討されねばならなかった筈である。資本
も
、
、
、
の本性から必然的に導き出される法則ならば、それが現
実においては一見いかに歪められ、否定されて恥ようと
も、その場合は種汽の媒介項を経て何故に法則がそのま
ま現われないかということが解明されうるのであって、
法
則
自
体
が
勝
手
に
「
修
正
」
さ
れ
た
り
「
再
定
式
化
」
さ
れ
た
り
す
ぺ
き
筋
合
の
も
の
で
は
な
い
⑪
理
論
に
対
す
る
自
信
の
欠
如
がこのような木末顛倒を招いたものと言ってよいである
￣
フ
⑥
れ
ば
そ
の
藷
全
休
が
菫
Ｉ
ギ
ル
ラ
流
の
早
急
か
つ
毒
な
修
正
で
な
く
’
さ
れ
”
臆
な
ら
な
い
こ
と
に
な
ろ
う
．
ギ
ル
マンの試みはそれ自体としては失敗に終ったが、この方．
向
へ
の
努
力
は
今
後
さ
ら
に
な
さ
れ
ね
ば
な
ら
な
い
で
あ
ろ
う
。
（一九五九、九、三○）
一四七
